
1

※フルプランエリア

水資源開発水系の流域
及び当該水系から水の
供給を受ける地域

筑後川水系における水資源開発基本計画のポイント 1/３
（前回全部変更：平成17年４月）

計画の対象地域：

・４県（福岡県、佐賀県、大分県、熊本県）の筑後川水系から水供給を受ける地域（フルプランエリア）

・福岡都市圏等を含み、人口約522万人（令和３年１月時点）

「筑後川水系における水資源開発基本計画」（昭和39年閣議決定）以降、水需要の増大に対応して水源を確保。

筑後川水系における水資源開発施設とフルプランエリア

筑後川水系の開発水量の推移

約522万人

筑後川水系フルプランエリア
における人口の割合

筑後川水系フルプランエリア
における製造品出荷額の割合

約46,072億円

※流域内人口は約110万人

別添１



筑後川水系における水資源開発基本計画のポイント 2/3
（前回全部変更：平成17年４月）

表１ 都市用水の県別・用途別の需要の見通し

表２ 都市用水の水需給バランスの点検結果

２）供給の目標 青字は、近年の大規模事故を踏まえた記載

①渇水
10箇年第１位相当の渇水：安定的な水の利用を可能にすること
危機的な渇水 ： 必要最低限の水の確保
②大規模自然災害 ： 必要最低限の水の確保、早期復旧 等
③施設の老朽化・劣化に伴う大規模事故等 ：

施設の機能の将来にわたる維持・確保、
必要最低限の水の確保、早期復旧 等

３）水需給バランスの点検結果（表２参照）

・10箇年第１位相当の渇水 ： ４県合計供給可能量＞需要量
⇒概ね安定的に水を確保可能
・危機的な渇水 ： 需要側・供給側で対策をとれば、４県合計で、

需要量（高位） ＞供給可能量＞需要量（低位）
⇒ダムに確保している渇水対策容量等の効果的な運用等で対応

１ 水の用途別の需要の見通し及び供給の目標

Ⅰ需要主導型からリスク管理型への転換
■水資源を巡る新たなリスクや課題への対応
［危機的な渇水、大規模自然災害、大規模事故等］

■渇水リスクを幅広く想定し、水需給バランスを総合的に点検
■ハード・ソフト対策を一体的に推進
■ＰＤＣＡサイクルを導入

１）水の用途別の需要の見通し（表１参照）
（現況(2019年度)と想定年度(2030年度)を比較）

・水道用水 ： ４県合計<高位> やや増加 <低位> おおむね横ばい
・工業用水 ： 〃合計<高位> 増加 <低位> やや増加
・農業用水 ： <<新たな必要量>> 見込まれない
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○最新の政策動向等の反映
・関連計画 ： 気候変動適応計画、流域治水との連携
・気候変動の渇水への影響 ： 予測・評価手法の更なる進展、
将来予測・評価結果、適応策に関する知見等を踏まえること

○筑後川水系の特徴の反映
・ダム群の連携等による既存施設の更なる有効活用
・流域内外にわたる広域的な水利用

・下流既得水利、のり漁業をはじめとする水産業及び
有明海の環境に影響を及ぼさないよう十分配慮

【現状】
・10箇年第１位相当の渇水：既存施設と小石原川ダム建設事業
（令和10年度完了予定、概成は令和元年度）により対応可能

【課題への対応 】
・夏場の流水の正常な機能の維持のための用水確保の遅れ
→筑後川水系ダム群連携事業（既設ダムの有効活用）
・水害の激甚化・頻発化への備え（水供給を巡るリスクへの対応）
→寺内ダム再生事業（施設の改造等による治水機能の向上）
・必要な機能向上及び更新等
→筑後川下流用水施設の改築（既存施設の補修等）
→福岡導水施設地震対策事業（地震対策、老朽化対策等）

筑後川水系における水資源開発基本計画のポイント 3/3
（前回全部変更：平成17年４月）

２ 供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する
基本的な事項（ハード対策）

３ その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する
重要事項（ソフト対策）

筑後川水系ダム群連携事業（水資源機構）

寺内ダム再生事業（水資源機構）

出典：第９回筑後川学識者懇談会資料（九州地方整備局筑後川河川事務所）に水資源部で加筆

Ⅱ 今回の全部変更の特徴

出典：第15回社会資本整備審議会河川分科会事業評価小委員会
「筑後川水系ダム群連携事業新規事業採択時評価説明資料」

・業務継続計画（危機時における用水確保）の策定、資機材の備蓄等
・渇水対策容量、海水淡水化施設及び調整池等の効果的な運用等
・応急給水体制の整備

補修材等の備蓄 緊急給水車による給水調整池の活用

※利水容量820万m3に
は、流水の正常な機能
の維持のための用水
（70万m3）を含む

※
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